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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第15期

第２四半期
累計期間

第16期
第２四半期
累計期間

第15期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年９月30日

自 2022年４月１日
至 2022年９月30日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (千円) 805,134 857,281 1,642,600

経常利益 (千円) 262,498 35,560 356,930

四半期（当期）純利益 (千円) 193,031 24,629 281,977

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － －

資本金 (千円) 805,023 810,820 808,284

発行済株式総数 (株) 7,851,630 7,911,230 7,881,730

純資産額 (千円) 1,769,336 1,815,232 1,873,057

総資産額 (千円) 2,025,747 1,994,358 2,149,685

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 24.69 3.14 35.94

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) 24.05 3.10 35.12

１株当たり配当額 (円) － － －

自己資本比率 (％) 87.0 89.8 86.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 244,676 △76,884 400,240

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △111,407 △37,258 △217,757

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 8,466 △94,879 14,988

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(千円) 1,689,305 1,536,019 1,745,041
 

 

回次
第15期

第２四半期会計期間
第16期

第２四半期会計期間

会計期間
自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

自 2022年７月１日
至 2022年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 10.83 0.46
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

３．１株当たり配当額については、配当実績がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。ま

た、主要な関係会社の異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営

者が事業会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識してい

る主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はあり

ません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 
(1) 経営成績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、引き続き新型コロナウイルス感染症の影響が残る一方、ロシア・

ウクライナ情勢の長期化や、急速な円安の進行等による原材料価格・エネルギー価格の高騰、物流コストの上昇、

これらによる商品価格の上昇に伴う個人消費停滞への懸念もあり、経済全般に対する中長期的な見通しについては

先行きの不透明な状況が続いております。

そのような状況下、当社は、中小企業向け経営支援プラットフォーム「Big Advance（ビッグアドバンス）」を提

供し、日本全国の地域金融機関と連携し、各金融機関の取引先の中小企業に対して、課題解決や成長支援につなが

るソリューションを提供しております。

当社が提供する経営支援プラットフォーム「Big Advance」は、オンラインにて、地域を超えた全国の企業とのビ

ジネスマッチング、ホームページ作成、社内コミュニケーションツールとしての社内チャット及び全国の補助金・

助成金の情報の提供などを通じて中小企業のDX(デジタルトランスフォーメーション)の実現を支援しております。

また、2022年５月に株式会社CAMPFIREと提携し、「Big Advance」にクラウドファンディング機能を追加した他、

同年10月には株式会社ジオコードとの連携を開始し、「Big Advance」利用企業が同社の勤怠管理ツール「ネクスト

ICカード」をシームレスに利用できる機能を追加致しました。

「Big Advance」を導入する金融機関数及びその顧客である中小企業会員数は、2022年９月末時点の導入金融機関

数83社、会員企業数72,393社となりました。

一方、当事業年度は中期経営計画で示した通り、ユーザー数拡大や顧客単価向上のための新機能・新サービス開

発等の成長投資を行うこととしており、積極的な人材採用や新機能・サービスの開発を実施してまいりました。

これらの結果、当第２四半期累計期間の売上高は857,281千円（前年同期比106.5％）となり、営業利益は35,714

千円(同13.4％)、経常利益は35,560千円（同13.5％）、四半期純利益は24,629千円（同12.8％）となりました。

なお、当社はビジネスプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しており

ます。

 
(2)財政状態の分析

（資産）

当第２四半期会計期間末における流動資産合計は、前事業年度末に比べて173,516千円減少し、1,714,647千円と

なりました。これは主に、営業活動に関わる支出の増加により前払費用が44,453千円増加した一方で、未払法人税

等、未払消費税等の納付、自己株式の取得等により現金及び預金が209,021千円減少したこと、及び敷金の返還等に

より未収入金が16,078千円減少したことによるものです。

固定資産合計は、前事業年度末に比べて18,189千円増加し、279,711千円となりました。これは主に、「Big

Advance」の開発費用として無形固定資産が25,971千円増加した一方で、債権の回収により長期未収入金が6,216千

円減少したことによるものです。

 
（負債）

当第２四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べて97,500千円減少し、179,126千円となりまし

た。これは主に、未払消費税等が33,983千円減少したこと、及び未払法人税等が49,644千円減少したことによるも

のです。

 
（純資産）
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当第２四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末に比べて57,825千円減少し、1,815,232千円となり

ました。これは主に、四半期純利益24,629千円を計上した一方、自己株式が87,146千円増加したことによるもので

す。

 
(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ209,021

千円減少し、1,536,019千円となりました。当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの

要因は次のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間において営業活動により使用した資金は76,884千円（前第２四半期累計期間は244,676千円

の収入）となりました。資金の増加要因は主に、税引前当期純利益35,499千円を計上したこと、減価償却費25,175

千円を計上したこと、株式報酬費用10,526千円を計上したことであり、資金の減少要因は主に、法人税等56,074千

円を納付したこと、納税により未払消費税等が33,983千円減少したこと、通信費やシステム利用料の前払により前

払費用が42,556千円増加したことであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間において投資活動により使用した資金は37,258千円（前第２四半期累計期間は111,407千円

の支出）となりました。これは主に、敷金の返還による収入15,385千円を計上した一方、「Big Advance」の開発に

よる有形固定資産の取得による支出10,666千円並びに無形固定資産の取得による支出47,856千円を計上したことに

よるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間において財務活動により使用した資金は94,879千円（前第２四半期累計期間は8,466千円の

収入）となりました。これは主に、自己株式の取得による支出99,935千円によるものであります。

 
(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(5)研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 27,860,000

計 27,860,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,911,230 7,911,230
　東京証券取引所　

グロース市場
単元株式数は100株でありま
す。

計 7,911,230 7,911,230 ― ―
 

(注)　提出日現在発行数には、2022年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 2022年６月23日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社従業員　60

新株予約権の数（個）　※ 540（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、
内容及び数（株）　※

普通株式　54,000（注）１

新 株 予 約 権 の 行 使 時 の 払 込 金 額
（円）　※

801
(注)２、３

新株予約権の行使期間　※
自　2024年７月９日
至　2032年６月23日

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額（円）　※

発行価格　　1,244
資本組入額　622

新株予約権の行使の条件　※ (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項　※

以下の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の
場合は、当社取締役会の決議がなされた場合）を除き、譲渡、質入れその
他一切の処分ができないものとする。
1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案
2) 当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案
3) 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議
案

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項　※

―
 

※　新株予約権証券の発行時（2022年７月８日）における内容を記載しております。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

　　ただし、新株予約権の割当日後、当社が普通株式につき、株式分割（当社普通株式の無償割当を含む。以

下、株式分割の記載に同じ。）、または株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整する。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率
 

　　また、上記のほか、割当日後、付与株式数の調整をすることが適切な場合は当社は、合理的な範囲で付与株

式数を調整することができる。なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

２．割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割または株式併合を行う場合には、行使価額を次の算式によ

り調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。
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調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割・併合の比率
 

 

３．割当日後、当社が当社普通株式につき、時価（ただし、当社の株式公開（当社普通株式に係る株式が、国内

のいずれかの証券取引所に上場された場合）前においては、その時点における調整前行使価額を時価とみな

す。）を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（会社法第194条の規定（単元

 
　　未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換される証券

　　もしくは転換できる証券の転換、または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）には、行使価額を次の算式により調整し、調整の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

４．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使することができない。

② 新株予約権者が生存していることを条件とし、新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権は相続され

ず、行使できなくなるものとする。

③ 新株予約権者は、権利行使時において当社又は当社子会社（会社法第２条第３号に定める子会社をい

う。）の取締役、監査役、使用人のいずれかの地位を有していることを要する。ただし、取締役会が正当

な理由があると認めた場合はこの限りではない。

④ 新株予約権者は、権利行使期間内のいずれの年においても、新株予約権の行使によって交付される株式

の払込金額の合計額が、その年において既にした当社又は他社の株式譲渡請求権もしくは新株引受権また

は新株予約権の行使によって交付される株式の権利行使価額と合計して年間 1,200万円または行使時にお

ける租税特別措置法の適用を受ける事ができる権利行使価額の年間の合計額を超えないように、新株予約

権を行使しなければならないものとする。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年７月22日（注） 5,000 7,911,230 1,670 810,820 1,670 785,120
 

（注）譲渡制限付株式報酬としての新株式発行による増加であります。

　　　発行価格　　　　　668円

　　　資本組入額　　　334円

　　　出資の履行方法　　金銭報酬債権の現物出資

　　　割当先　　　　　　当社の取締役　２名

 
(5) 【大株主の状況】

2022年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

近藤　繁 埼玉県所沢市 2,397,900 30.7

森垣　昭 神奈川県横浜市青葉区 391,000 5.0

株式会社東広 東京都渋谷区大山町２４－１３ 291,300 3.7

近藤　淳 愛知県春日井市 280,000 3.6

松尾　幸一郎 神奈川県横浜市緑区 267,700 3.4

近藤　正武 愛知県名古屋市緑区 249,000 3.2

ＳＶ－ＦＩＮＴＥＣＨ１号投資
事業有限責任組合

東京都渋谷区道玄坂１丁目２１－１　渋谷ソ
ラスタ１５Ｆ

204,220 2.6

ＴＩＳ株式会社 東京都新宿区西新宿８丁目１７－１ 188,300 2.4

有限会社松システム
神奈川県横浜市緑区長津田町２３０６－２
パークスクエア長津田６０１

175,000 2.2

住友生命保険相互株式会社 東京都中央区築地７丁目１８－２４ 148,200 1.9

計 ― 4,592,620 58.9
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2022年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　　　

107,400
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

77,950

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準と
なる株式であります。なお、単元株
式数は100株であります。

7,795,000

単元未満株式
普通株式

― ―
8,830

発行済株式総数 7,911,230 ― ―

総株主の議決権 ― 77,950 ―
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式73株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2022年９月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数の

割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ココペリ

東京都千代田区紀尾井町３
番地12号

107,400 － 107,400 1.35

計 ― 107,400 － 107,400 1.35
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 
２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(2022年７月１日から2022年９

月30日まで)及び第２四半期累計期間(2022年４月１日から2022年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について、EY

新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2022年３月31日)
当第２四半期会計期間
(2022年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,745,041 1,536,019

  売掛金及び契約資産 100,625 102,275

  前払費用 11,290 55,744

  未収入金 32,484 16,405

  その他 128 5,639

  貸倒引当金 △1,406 △1,437

  流動資産合計 1,888,163 1,714,647

 固定資産   

  有形固定資産 97,201 98,464

  無形固定資産 75,088 101,059

  投資その他の資産   

   投資その他の資産 90,199 81,155

   貸倒引当金 △968 △968

   投資その他の資産合計 89,231 80,187

  固定資産合計 261,521 279,711

 資産合計 2,149,685 1,994,358

負債の部   

 流動負債   

  未払法人税等 73,120 23,476

  その他 203,506 155,650

  流動負債合計 276,627 179,126

 負債合計 276,627 179,126

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 808,284 810,820

  資本剰余金 782,584 785,120

  利益剰余金 267,555 282,718

  自己株式 △136 △87,282

  株主資本合計 1,858,286 1,791,376

 新株予約権 14,770 23,855

 純資産合計 1,873,057 1,815,232

負債純資産合計 2,149,685 1,994,358
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

売上高 805,134 857,281

売上原価 252,061 406,505

売上総利益 553,072 450,775

販売費及び一般管理費 ※  288,905 ※  415,061

営業利益 264,167 35,714

営業外収益   

 受取利息 8 8

 業務受託料 153 －

 その他 － 237

 営業外収益合計 161 246

営業外費用   

 自己株式取得費用 － 399

 譲渡制限付株式報酬償却損 1,829 －

 営業外費用合計 1,829 399

経常利益 262,498 35,560

特別損失   

 固定資産除却損 － 61

 特別損失合計 － 61

税引前四半期純利益 262,498 35,499

法人税等 69,467 10,870

四半期純利益 193,031 24,629
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 262,498 35,499

 減価償却費 5,789 25,175

 敷金償却費 － 3,948

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 215 31

 受取利息 △8 △8

 固定資産除却損 － 61

 株式報酬費用 － 10,526

 売上債権の増減額（△は増加） △16,984 △1,649

 棚卸資産の増減額（△は増加） 1,718 －

 未収入金の増減額（△は増加） △1,880 693

 前払費用の増減額（△は増加） △9,269 △42,556

 未払金の増減額（△は減少） 1,296 △795

 未払費用の増減額（△は減少） 34,944 △1,357

 未払消費税等の増減額（△は減少） △10,523 △33,983

 その他 7,217 △16,402

 小計 275,013 △20,817

 利息の受取額 8 8

 法人税等の支払額 △30,345 △56,074

 営業活動によるキャッシュ・フロー 244,676 △76,884

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △2,239 △10,666

 無形固定資産の取得による支出 △51,741 △47,856

 敷金の差入による支出 △57,426 △336

 敷金の返還による収入 － 15,385

 事業譲渡による収入 － 6,216

 投資活動によるキャッシュ・フロー △111,407 △37,258

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 8,602 1,732

 
新株予約権の行使による自己株式の処分による
収入

－ 3,323

 自己株式の取得による支出 △136 △99,935

 財務活動によるキャッシュ・フロー 8,466 △94,879

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 141,735 △209,021

現金及び現金同等物の期首残高 1,547,569 1,745,041

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,689,305 ※  1,536,019
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【注記事項】

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

 
 

(追加情報)

新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する会計上の見積りにおいて、前事業年度の有価証券報告書の

（重要な会計上の見積り）に記載いたしました仮定に重要な変更はありません。

 
 
 

(四半期損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

 
前第２四半期累計期間
（自2021年４月１日

　　至2021年９月30日）

当第２四半期累計期間
(自2022年４月１日
至2022年９月30日)

給料及び手当 102,212 千円 142,478千円

貸倒引当金繰入額 215  〃 31 〃
 

 

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであ

ります。

　

 
前第２四半期累計期間
（自2021年４月１日

　　至2021年９月30日）

当第２四半期累計期間
(自2022年４月１日
至2022年９月30日)

現金及び預金 1,689,305千円 1,536,019千円

現金及び現金同等物 1,689,305千円 1,536,019千円
 

 

 
(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年９月30日)

該当事項はありません。

 
当第２四半期累計期間(自　2022年４月１日 至　2022年９月30日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

 当社は、ビジネスプラットフォーム事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
当第２四半期累計期間(自　2022年４月１日 至　2022年９月30日)

　当社は、ビジネスプラットフォーム事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下の通りであります。

 
前第２四半期累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

                                           （単位：千円）

 Big Advance
その他のサービス

（注）１
合計

一時点で移転される財又はサービス（注）２ 87,000 10,147 97,147

一定期間にわたり移転される財又はサービス 649,197 58,790 707,987

顧客との契約から生じる収益 736,197 68,937 805,134

その他の収益 ― ― ―

外部顧客への売上高 736,197 68,937 805,134
 

（注）１．「その他のサービス」は、FAI及びITサポートサービスによって構成されております。

（注）２．収益認識に関する会計基準の適用指針第95項に定める代替的な取扱いを適用することにより、完全に履行義

務を充足した時点で収益を認識している契約については、一時点で移転される財又はサービスに含めており

ます。

 
 

当第２四半期累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

                                           （単位：千円）

 Big Advance
その他のサービス

（注）１
合計

一時点で移転される財又はサービス（注）２ 8,000 2,187 10,187

一定期間にわたり移転される財又はサービス 810,614 36,478 847,093

顧客との契約から生じる収益 818,614 38,666 857,281

その他の収益 ― ― ―

外部顧客への売上高 818,614 38,666 857,281
 

（注）１．「その他のサービス」は、FAI及びITサポートサービスによって構成されております。

（注）２．収益認識に関する会計基準の適用指針第95項に定める代替的な取扱いを適用することにより、完全に履行義

務を充足した時点で収益を認識している契約については、一時点で移転される財又はサービスに含めており

ます。

 
 

（表示方法の変更）

前第２四半期累計期間において、独立掲記して表示しておりました「FAI」及び「ITサポート」は、金額的重要性

が乏しくなったため、当第２四半期累計期間においては「その他のサービス」に含めて表示をしております。

また、当社の収益の実態をより適切に表示させるために、当第２四半期累計期間においては「一時点で移転され

る財又はサービス」と「一定期間にわたり移転される財又はサービス」の区分に分解して表示しております。

この表示方法の変更を反映させるため、前第２四半期累計期間の顧客との契約から生じる分解した情報の組替え

を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2022年４月１日
 至 2022年９月30日)

（１）１株当たり四半期純利益 24円69銭 ３円14銭

(算定上の基礎)   

 四半期純利益(千円) 193,031 24,629

  普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

  普通株式に係る四半期純利益(千円) 193,031 24,629

  普通株式の期中平均株式数(株) 7,813,930 7,845,807

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 24円05銭 ３円10銭

(算定上の基礎)   

　 四半期純利益調整額（千円） ― ―

  普通株式増加数（株） 207,431 103,123

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業
年度末から重要な変動があったものの概要

―

2021年６月22日開催の定時
株主総会による第６回新株
予約権
新株予約権の数145個
（普通株式14,500株）
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(重要な後発事象)

(株式取得による完全子会社化)

　当社は、2022年10月24日開催の取締役会において、株式会社市岡経営支援事務所（以下「市岡経営支援事務

所」）の株式を取得して、完全子会社とすることを決議いたしました。また、同日付で株式譲渡契約を締結し、

2022年11月30日に株式を取得する予定です。

 
(１) 株式取得の目的

　市岡経営支援事務所は、中小企業向けに補助金活用コンサルティングを手掛けており、補助金支援実績は東海

地域でトップクラスを誇り、高いコンサルティング能力を有しております。

　当社は、中小企業向け経営支援プラットフォーム「Big Advance」を開発・運営しており、市岡経営支援事務所

の補助金活用コンサルティングサービスとの親和性が高いことに加え、「Big Advance」のパートナーである金融

機関との連携を通じた一層の業況の拡大が見込めるため、子会社化するに至りました。

 
(２) 株式取得の相手会社名称

　被取得企業の経営者

 
(３)被取得企業の名称、事業内容、規模

　被取得企業の名称：株式会社市岡経営支援事務所

　事業内容：経営コンサルティング業務

　資本金　：1,000千円

 
(４)取得株式数、取得価額及び取得後の持分比率

　取得する株式の数　　　20株

　株式取得価額　　　　　420,000千円

　取得後の所有株式数　　20株（議決権所有の割合　100％）

 
(５) 支払資金の調達方法

　自己資金及び借入金により調達予定

 
(６）株式取得の時期

　契約締結日　2022年10月24日

　株式取得日　2022年11月30日（予定）

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
２ 【その他】

 該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ココペリ(E36086)

四半期報告書

19/22



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

　2022年11月14日

株式会社ココペリ

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所
 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員
 公認会計士 善　　方　　正　　義  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 羽   柴   則   央  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ココ

ペリの2022年４月１日から2023年３月31日までの第16期事業年度の第２四半期会計期間（2022年７月１日から2022年

９月30日まで）及び第２四半期累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ココペリの2022年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の

責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手し

たと判断している。

 

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業

に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四

半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重

要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー

フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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